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沖
縄
県
に
は
、31
の
米
軍
専
用
施
設
が
あ
り
、そ
の
総

面
積
は
１
万
8
，4
8
3
ヘ
ク
タ
ー
ル
、本
県
の
総
面
積

の
約
８
％
、人
口
の
９
割
以
上
が
居
住
す
る
沖
縄
本
島

で
は
約
15
％
の
面
積
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
そ
の
規
模
は
東
京
23
区
の
う
ち
13
区
を
覆
う
も
の
で

あ
り
、ま
た
、山
手
線
内
側
３
つ
分
の
面
積
に
相
当
す
る

広
大
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。沖
縄
が
本
土
に
復
帰

し
た
1
9
7
2
年
当
時
、全
国
の
米
軍
専
用
施
設
面
積

に
占
め
る
沖
縄
県
の
割
合
は
約
5
8
．７
％
で
し
た
が
、

本
土
で
は
米
軍
基
地
の
整
理
・
縮
小
が
沖
縄
県
よ
り
も

進
ん
だ
結
果
、現
在
で
は
、国
土
面
積
の
約
0
．6
％
し

か
な
い
沖
縄
県
に
、全
国
の
米
軍
専
用
施
設
面
積
の
約

7
0
．3
％
が
集
中
し
て
い
ま
す
。（
２
０
２
１
年
３
月

31
日
現
在
）

　
ま
た
、陸
上
だ
け
で
は
な
く
、沖
縄
県
及
び
そ
の
周
辺

に
は
水
域
27
か
所
、

空
域
20
か
所
が
訓

練
区
域
と
し
て
米

軍
管
理
下
に
置
か

れ
、漁
業
や
航
空
経

路
へ
の
制
限
等
が

あ
り
ま
す
。

　（
水
域
は
２
０
２

１
年
３
月
31
日
現

在
、
空
域
は
２
０

１
７
年
３
月
31
日

現
在
）
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縄
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縄
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沖
縄
が
日
本
に
復
帰
し
た
１
９
７
０
年
代
と

現
在
を
比
べ
る
と
、沖
縄
経
済
に
お
け
る
基
地

関
連
収
入
（
軍
用
地
料
、軍
雇
用
者
所
得
、米
軍

等
へ
の
財
・サ
ー
ビ
ス
の
提
供
）の
割
合
は
大

幅
に
低
下
し
て
い
ま
す
。

　
基
地
関
連
収
入
が
県
民
総
所
得
に
占
め
る
割

合
は
、復
帰
前
の
1
9
6
5
年
度
に
は
3
0
．

4
％
で
し
た
が
、復
帰
直
後
の
1
9
7
2
年
度

に
は
1
5
．5
％
、2
0
1
9
年
度
に
は
5
．

5
％
（
2
，7
1
2
億
円
）ま
で
大
幅
に
低
下
し

て
お
り
、基
地
関
連
収
入
が
県
経
済
へ
与
え
る

影
響
は
限
定
的
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
既
に
返
還
さ
れ
た
駐
留
軍
用
地
の
跡
地
利
用

米
軍
基
地
と
沖
縄
の
経
済

に
伴
う
経
済
効
果
を
試
算
す
る
と
、那
覇
新
都

心
地
区
、小
禄
金
城
地
区
、桑
江
・北
前
地
区
の

３
地
区
合
計
で
は
返
還
後
の
跡
地
利
用
に
よ

り
、返
還
前
と
比
べ
て
直
接
経
済
効
果※

１
が

約
28
倍
、雇
用
者
数※

２
が
約
72
倍
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
今
後
返
還
が
予
定
さ
れ
て
い
る
駐
留
軍
用

地
に
つ
い
て
も
、跡
地
利
用
を
推
進
す
る
こ
と

で
、約
18
倍
の
直
接
経
済
効
果
及
び
誘
発
雇
用

人
数※

３
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
県
が
２
０
１
５
年
度
に
設
置
し
た
ワ
シ
ン
ト

ン
駐
在
は
、現
地
に
お
け
る
情
報
収
集
、情
報
発

（出典）1965年度：沖縄県「県民所得統計報告書（1973年度）」　1972年度以降：沖縄県「県民経済計算」

沖縄県の米軍基地

沖縄県
70.3%

青森県 9.0%

神奈川県 5.6%
東京都 5.0%

広島県 1.3%
その他 2.0%

山口県 3.3%
長崎県 1.7%
北海道 1.6%

■米軍専用施設面積の割合

那覇新都心地区

小禄金城地区

桑江・北前地区

　　合　計

既返還
駐留軍用地跡地

52

34

3

89

返還前
直接経済効果（億円 /年）※1

基地跡地の飛躍的な発展は、かつての基地経済の効果を大きく上回るものとなっている。

雇用者数（人）※2
返還後 倍率 返還前 返還後 倍率
1,634

489

336

2,459

32 倍

14倍

108倍

28倍

168

159

0

327

15,560

4,636

3,368

23,564

93 倍

29倍

皆増

72倍

※1:直接経済効果：基盤整備を一定程度終えた後に徐々に発現する、生産・販売等の経済活動によって生じる直接的な効果
     （返還前＝地代収入、軍雇用者所得、米軍等への財・サービスの提供額、基地周辺整備費等、基地交付金）、
     （返還後＝卸・小売業、飲食業、サービス業、製造業の売上高、不動産（土地、住宅、事務所・店舗）賃貸額）  
     「駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等に関する検討調査（平成27年1月沖縄県公表）」に基づく）
※２：雇用者数：（返還前＝沖縄の米軍及び自衛隊基地（統計資料集）に基づく）、（返還後＝経済センサス活動調査（H24）に基づく）
※3：誘発雇用人数：誘発される生産を行うために必要となる理論上の雇用者数
     「駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等に関する検討調査（平成27年1月沖縄県公表）」に基づく
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沖
縄
に
は
ど
れ
だ
け
の

米
軍
基
地
が
あ
る
の
か

米
側
へ
の
働
き
か
け

日
米
地
位
協
定

信
を
精
力
的
に
行
っ
て
お
り
、こ
れ
ま
で（
２
０

２
２
年
12
月
末
時
点
）延
べ
4
，5
2
2
名
の
連
邦

議
会
関
係
者
等
の
方
々
と
面
会
す
る
な
ど
し

て
、米
軍
基
地
周
辺
の
P
F
O
S
等
の
問
題
を

含
め
、知
事
の
考
え
や
、沖
縄
の
正
確
な
状
況
を

米
側
へ
伝
え
、沖
縄
の
課
題
解
決
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
ま
た
、沖
縄
の
基
地
問
題
の
解
決
を
図
る
た
め

に
は
、一
方
の
当
事
者
で
あ
る
米
国
政
府
に
対
し

て
も
、知
事
が
直
接
出
向
き
、訴
え
続
け
る
こ
と

も
重
要
で
す
。こ
の
た
め
、昨
年
11
月
の
米
国
中

間
選
挙
に
よ
り
新
議
員
が
選
出
さ
れ
た
こ
と
や
、

い
わ
ゆ
る
安
保
関
連
３
文
書
や
２
プ
ラ
ス
２
共

同
発
表
で
示
さ
れ
た
沖
縄
を
巡
る
状
況
を
踏
ま

え
、去
る
３
月
に
知
事
が
訪
米
し
、米
国
政
府
関

係
者
や
連
邦
議
会
関
係
者
等
に
基
地
問
題
の
解

決
を
訴
え
ま
し
た
。

　
引
き
続
き
、様
々
な
取
組
を
通
じ
て
、米
国
側

の
理
解
と
協
力
を
促
し
て
い
き
ま
す
。

　
日
米
地
位
協
定
は
、日
米
安
全
保
障
条
約
に
基

づ
き
在
日
米
軍
へ
の
施
設・区
域
の
提
供
や
米
軍

の
地
位
等
に
つ
い
て
定
め
た
国
会
承
認
条
約
で

す
。

　
同
協
定
は
、刑
事
裁
判
権
、米
軍
の
管
理
権
と

し
て
の
基
地
使
用
の
あ
り
方
、コ
ロ
ナ
対
策
、環

境
汚
染
な
ど
様
々
な
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い

ま
す
が
、1
9
6
0
年
に
締
結
さ
れ
て
以
降
、一

度
も
改
定
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
県
で
は
、日
米
地
位
協
定
の
問
題
点
を
更
に
明

確
化
し
、同
協
定
の
見
直
し
に
対
す
る
理
解
を
広

げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、他
国
地
位
協
定
調
査

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　
県
が
実
施
し
た
調
査
に
よ
り
、ヨ
ー
ロ
ッ
パ
４

か
国
で
は
、航
空
法
な
ど
自
国
の
法
律
や
規
則
を

米
軍
に
も
適
用
さ
せ
、米
軍
の
活
動
を
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
し
て
お
り
、オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や
フ
ィ
リ

ピ
ン
で
も
同
様
の
状
況
で
あ
る
こ
と
が
分
か
り

ま
し
た
。

地位協定に関する日本とヨーロッパ各国の比較
国内法

原則不適用日本

ドイツ

イタリア

ベルギー

イギリス

原則適用

原則適用

原則適用

原則適用

立入り権
明記無し

立入り権明記
立入りパス支給

ドイツ側の
承認が必要

ドイツ側が現場を
規制、調査に
主体的に関与

イタリア検察が
証拠品を押収

（未確認）

イタリア側の
承認が必要

自国軍よりも
厳しく規制

英側による飛行
禁止措置等明記

英国警察が現場を
規制、捜索

基地はイタリア
司令部の下
伊司令官常駐

地方自治体の
立入り権確保

基地占有権は英国
英司令官常駐

航空特例法等に
より規制できず

捜索等を行う
権利を行使しない

管理権 訓練・演習 航空機事故

２
０
１
７
年
３
月
31
日
現
在

　
一
方
、日
本
で
は
、原
則
と
し
て
国
内
法
が
適

用
さ
れ
ず
、訓
練
や
演
習
を
規
制
で
き
な
い
状
況

に
あ
る
ほ
か
、米
軍
機
事
故
の
際
の
主
体
的
な
捜

索
、基
地
内
へ
の
立
入
り
権
の
確
保
等
が
実
現
し

て
い
な
い
な
ど
、他
国
の
状
況
と
は
大
き
な
違
い

が
あ
り
ま
す
。　

　
県
は
、こ
の
調
査
の
結
果
を
全
国
知
事
会
や
渉

外
知
事
会
と
共
有
す
る
な
ど
し
た
と
こ
ろ
、全
国

知
事
会
で
は
こ
れ
ま
で
に
二
度
、「
米
軍
基
地
負

担
に
関
す
る
提
言
」を
全
会
一
致
で
決
議
し
て
お

り
ま
す
。

　
ま
た
、P
F
O
S
等
に
よ
る
水
道
水
源
等
汚
染

に
つ
い
て
、汚
染
源
で
あ
る
蓋
然
性
が
高
い
米
軍

基
地
へ
の
立
入
調
査
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
に

つ
い
て
は
、基
地
の
管
理
権
を
規
定
す
る
日
米
地

位
協
定
が
も
た
ら
す
構
造
的
な
問
題
が
あ
る
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、引
き
続
き
、日
米
地

位
協
定
の
抜
本
的
見
直
し
の
実
現
に
向
け
て
、全

国
知
事
会
や
渉
外
知
事
会
等
と
連
携
す
る
と
と

も
に
、様
々
な
機
会
を
捉
え
て
全
国
に
情
報
発
信

を
行
う
な
ど
、取
組
を
強
化
し
て
ま
い
り
ま
す
。
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